
                               平成３１年３月７日 

文 部 科 学 省   

 高 等 教 育 局 長   

令和４年 7 月 14 日一部改正 

 

「持続的な産学共同人材育成システム構築事業委員会」の開催について 

 

 

１．背景及び目的 

（背景） 

Society5.0 時代を切り拓くためには、経済社会システムの全般的な改革が不可欠となっ

ている。特に、人材育成は重要な課題であり、次世代にふさわしい教育システムへと改

革を加速させることが急務である。一方で、我が国の産学連携は、欧米に比べて低調で

あることが産業界等から強く指摘されているところ。特に、研究と比較すると、教育に

関する産学連携はまだまだ不十分な状況となっている。 

（目的） 

  アカデミアと社会を自由に行き来できる学びと社会生活の好循環を醸成し、もって、

中長期的かつ持続的に社会の要請に応えることができる産学共同による人材育成システ

ムを構築することを目的として、実践的な産学共同教育の場やプログラムを提供するた

めに不可欠な実務家教員（専攻分野における実務の経験及び高度の実務の能力を有する

教員）の質・量の充実に資する取組の中から優れたものを選定し、重点的な財政支援を

行うため、「持続的な産学共同人材育成システム構築事業委員会」（以下「委員会」と

いう。）を開催する。 

 

２．協議事項 

  （１）「持続的な産学共同人材育成システム構築事業」（以下「事業」という。）の 

     公募要領等の策定及び応募のあった取組の選定に関する事項 

 （２）選定された取組の中間評価・事後評価に関する事項 

 （３）その他必要な事項 

 

３．実施方法等 

（１）別紙の有識者の協力を得て、上記２に掲げる事項について検討を行う。 

（２）委員会に委員長を置き、委員の互選により選任するものとする。 

（３）委員会は、必要に応じて、委員以外の者を参画させることができる。 

 

４．開催期間 

令和３年６月２９日から令和５年３月３１日 

 

５．その他 

  （１）委員は、調査審議に関する秘密を他に漏らしてはならないものとする。 

  （２）委員会に関する庶務は、文部科学省高等教育局専門教育課において処理する。 

  （３）その他の運営に関する事項は、必要に応じ委員会に諮って定める。 
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